
平成２１年度特別交付税決定額〈県分〉   
 

Ｈ２２．３．１６ 

財 政 課 

（内）２１７３ 

（直）８９５－２１７３ 

担当：村田、柿本 

 
平成２１年度特別交付税交付額が、本日閣議決定されたため、総務省 

の記者発表に併せ、本県の交付状況についてお知らせします。 
 
 

１．交付額                             （単位：百万円、％） 
区      分 ２１年度① ２０年度② 増減額①－② 増減率 

１ ２ 月 分 2,040 1,872 168 9.0

    ３ 月 分 1,105 1,209 △104 △8.6

長 

崎 

県 合    計 3,145 3,080 65 2.1

全 国 道 府 県 分 121,889 117,481 4,408 3.8

全   国   総   額 949,261 924,500 24,761 2.7

※端数処理により合計と内訳、増減額と差引は一致しない場合がある。 

 

（３月交付分の算定） 

特別交付税は年２回（１２月・３月）交付され、３月分は、１２月分以降の 

災害対策経費等の財政需要及びその他特別の財政需要に対して交付 

される。 
 
 

２．配分の概要 
                        
  ［全国の状況］ 

  (1)特別交付税の総額は、9,493 億円（対前年度比＋2.7%) 

  (2)全国道府県分の総額は、1,218 億 89 百万円（対前年度比＋3.8%) 

  (3)主な算定項目   ・ 市町村合併に係る財政需要 

               ・ 地震・台風等の現年災害に係る財政需要 
・ 除排雪経費に係る財政需要 

（新）新型インフルエンザ予防接種に係る財政需要 

 

 

 

 

 



 
【本県の状況】 
○交付総額は、3１億 45 百万円(対前年度比＋2.1%） 

 
●3 月の主な算定対象項目  
 
1.災害のための特別な財政需要 

   国の補助を伴う災害復旧事業費の事業量及び被災世帯等の人的 
被害、農作物被害面積に応じて措置。 
・Ｈ２１．１月～１０月→１２月交付、Ｈ２１．１１月～１２月→３月交付 

   ・交付額３８百万円（⑳１４百万円）  
 
2.新型インフルエンザ予防接種  

   新型インフルエンザワクチン接種事業に係る事業費に対し一定割 
合を措置。 

 
●12 月の主な算定対象項目 
 
1.離島航路への欠損補填 

   離島航路運行維持のために、県が補助を行った経費に対し一定割 
合を措置。 

   ・交付額３１０百万円(⑳１７７百万円)  
 
2.林業公社貸付金への利子補給（H21 拡充） 

   林業公社に対し県が利子補給等を実施した経費の約５割を措置。 
  ・交付額２４０百万円(⑳８４百万円)  
 
3.市町村合併に係る財政需要 
  合併を行った市町に対し県が補助を行った経費の約５割を措置。  
   ・交付額３５７百万円(⑳６４６百万円)  
 

4.医療提供体制の確保に関する経費（H21 拡充） 
   公立病院等における医療提供体制の確保に係る経費に対し一定割 

合を措置。 

     ・交付額１２４百万円（⑳５１百万円）  

 

３．現金交付日  平成２２年３月１７日（水） 
 


